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に定年退職すると公務の運営に著しい支障が生じると認められる
場合は、１年を超えない範囲で任命権者が延長させ、再度必要な
ら最長３年まで可能となる。これについて政府は国会で、国家公
務員法の定年60歳や勤務延長制度は、検察官に適用されないと
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一律10万円の特別定額給付金の給付に要する経費

国の新型コロナウイルス感染症緊急経済対策の１つとして、住居確保給付金
の支援対象者が拡大され、対象世帯数の増が見込まれるため事業費の増額

新型コロナウイルス感染症緊急経済対策の市独自の支援として、児童手当の
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事業者の事業継続に向けた支援を行うための経費
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年を63歳、検事総長は65歳と定めている。今回の法律では、検察
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る解釈変更がなされ、１月31日に閣議決定された。年金接続の問
題も発生するため今回の法改正は必要である。さらに、意見書の
中には三権分立についての記述もある。内閣が認めれば、特別に
検察幹部の勤務延長などが最大３年認められるが、検察官は準
司法的存在であるため、検察幹部の任命は国会に信任された内閣
が行う。したがって、特例についても内閣が判断することが適切で
ある。なお、検察官には、内閣が自由に検察官を罷免できない身分
保障が担保されており、今回の法改正は、任命や罷免の手続を変
更するものではなく、三権分立に反するとの批判には当たらない。
以上のような理由で、反対の討論とする。

　検察庁は、本来内閣総理大臣あ
るいは時の権力者を起訴できる最
も大きな力を持った独立した機関
である。戦後の民主政治の中で一
般の公務員と検察庁は全く別の
法体系になっている。内閣総理大
臣には確かに任命権があるが、実
際に人事を決めるのは検察庁内
部であり、あとで承認している。内
閣総理大臣が人事に介入し、定年
延長、さらに再延長するとなれば、
内閣が全ての人事を握ることにな
り、独裁政治の道が開かれること
になる。三権分立に違反しないと
言われたが、明らかに司法の一環
である検察庁の人事まで内閣総
理大臣、内閣が関与することは、
三権分立に違反することで、庄原
市議会でもこの検察庁法改正案
に反対することを願い、賛成の討
論とする。
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